
（７）　税務課
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 □ 市規定 □ なし

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

税務課5-5 重点 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

定額減税調整給付金事業
一般会計

事務事業
概要

令和6年度税制改正による定額減税を行う。
款項目 020112

事業 1

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　定額減税調整給付金事業
　　定額減税調整給付対応システム導入委託料　1,749千円

目
標
値

活動指標 - - -

成果指標 - - -

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金 1,749 予算額

0
1,749

県支出金 0

0

県支出金

その他

市債 0

その他

0

0 予算額 国庫支出金 0

0

国庫支出金

0 その他 0

一般財源 0 一般財源 0 一般財源 0

0

県支出金 0

市債 0 市債



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 □ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

国庫支出金

1,675 その他 1,675

一般財源 2,777 一般財源 2,835 一般財源 2,863

4,538

県支出金 0

市債 0 市債

0 予算額 国庫支出金 0

0県支出金

その他

市債 0

その他

0
事業の財源

（千円）

予算額 国庫支出金 0 予算額

1,761
4,538

県支出金 0

4,510

目
標
値

活動指標 310件 310件 310件

成果指標 93.0% 93.01% 93.02%

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　税務管理事業
（１）公用車管理
　・燃料費　76千円　・修繕費　125千円
　・損害保険料　18千円　・重量税　7千円
（２）各種負担金の支払い
　・地方税共同機構負担金　2,280千円
　・軽自動車税申告特別調査負担金　150千円
　・軽自動車税環境性能割徴収取扱費　300千円
　・資産評価システム研究センター負担金　75千円
　・その他負担金　75千円
（３）過誤納金補填金の支払い
　・固定資産税の錯誤により過誤納となった過去５年を超える分
　  を支払う
　・過誤納金補填金　300千円

２　証明書発行事業
　　　事務用品代金　15千円
　　　証明書発行決済手数料　71千円

１　税務管理事業
（１）公用車管理
　・燃料費　76千円　・修繕費　45千円
（２）各種負担金の支払い
　・地方税共同機構負担金　2,280千円
　・軽自動車税申告特別調査負担金　150千円
　・軽自動車税環境性能割徴収取扱費　300千円
　・資産評価システム研究センター負担金　75千円
　・その他負担金　75千円
（３）過誤納金補填金の支払い
　・固定資産税の錯誤により過誤納となった過去５年を超える分
　  を支払う
　・過誤納金補填金　300千円

２　証明書発行事業
　　　事務用品代金　15千円
　　　証明書発行手数料　71千円

１　税務管理事業
（１）公用車管理
　・燃料費　76千円　・修繕費　125千円
　・損害保険料　18千円　・重量税　7千円
（２）各種負担金の支払い
　・地方税共同機構負担金　2,280千円
　・軽自動車税申告特別調査負担金　150千円
　・軽自動車税環境性能割徴収取扱費　300千円
　・資産評価システム研究センター負担金　75千円
　・その他負担金　75千円
（３）過誤納金補填金の支払い
　・固定資産税の錯誤により過誤納となった過去５年を超える分
　  を支払う
　・過誤納金補填金　300千円

２　証明書発行事業
　　　事務用品代金　15千円
　　　証明書発行決済手数料　71千円

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

税務管理事業
一般会計

事務事業
概要

税の賦課徴収事業運営のための会計年度任用職員の管理、各
種負担金等の支払いを行う。

款項目 020201

事業 1

担当課

納税相談の件数

5-5 重点 成果指標 指標の
説明

市税（国民健康保険税除く）の現年分、滞納分の
収納率

税務課

市税等の収納率

5 活動指標 指標の
説明

滞納額（者）の減少を目的とした納税相談を実施
した件数
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

■ 義務 □ 国規定 □ 県規定 □ 市規定 □ なし

国庫支出金

11,046 その他 11,046

一般財源 19,728 一般財源 17,652 一般財源 12,715

55,046

県支出金 31,285

市債 0 市債

0 予算額 国庫支出金 0

31,285県支出金

その他

市債 0

その他

0
事業の財源

（千円）

予算額 国庫支出金 3,773 予算額

11,000
65,786

県支出金 31,285

59,983

目
標
値

活動指標 310件 310件 310件

成果指標 93.0% 93.01% 93.02%

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　市税賦課事務事業
   〇賦課事務
　・個人市民税、法人市民税、軽自動車税、たばこ税、入湯税
　  固定資産税の異動処理、審査・調査、賦課、通知書の発送
　・消耗品費　29千円
　・印刷製本費　7,142千円　・通信運搬費　5,731千円
  ・軽自動車検査情報サービス手数料　124千円
　・家屋評価システム保守点検委託料　242千円
　・電算委託料　15,045千円
　・標準宅地時点修正委託料　2,566千円
　・情報システム使用料　3,452千円
　・ｅＬＴＡＸ-ASPサービス拡充作業委託料　638千円
　・住民税法改正対応委託料（森林環境税）　8,536千円
　・軽自動車税OSSJNKS対象拡充対応委託料　869千円
  　地番図、家屋図等のＧＩＳ更新
　・固定資産現況調査事業委託料　15,351千円
２　申告相談事務事業
　　所得税確定申告、住民税申告の相談、受付
　・消耗品費　320千円　・電算委託料　748千円
　・通信運搬費　160千円
　・情報機器借上料　418千円　・給報共同印刷負担金　25千円
　・年末調整等書類封入作業委託料　44千円
３　定額減税事務事業
　・システム改修　3,773千円

１　市税賦課事務事業
〇　賦課事務
　・個人市民税、法人市民税、軽自動車税、たばこ税、入湯税
　  固定資産税の異動処理、審査・調査、賦課、通知書の発送
　・消耗品費　29千円
　・印刷製本費　7,142千円　・通信運搬費　5,731千円
  ・軽自動車検査情報サービス手数料　124千円
　・家屋評価システム保守点検委託料　242千円
　・電算委託料　15,045千円
　・標準宅地時点修正委託料　2,566千円
　・標準宅地鑑定評価委託料　13,871千円
　・状況類似区分標準宅地選定委託料　2,566千円
　・情報システム使用料　3,452千円
　　地番図、家屋図等のＧＩＳ更新
　・固定資産現況調査事業委託料　7,500千円

２　申告相談事務事業
　　所得税確定申告、住民税申告の相談、受付
　・消耗品費　320千円　・電算委託料　748千円
　・通信運搬費　160千円
　・情報機器借上料　418千円　・給報共同印刷負担金　25千円
　・年末調整等書類封入作業委託料　44千円

１　市税賦課事務事業
〇　賦課事務
　・個人市民税、法人市民税、軽自動車税、たばこ税、入湯税
　  固定資産税の異動処理、審査・調査、賦課、通知書の発送
　・消耗品費　29千円
　・印刷製本費　7,142千円　・通信運搬費　5,731千円
  ・軽自動車検査情報サービス手数料　124千円
　・家屋評価システム保守点検委託料　242千円
　・電算委託料　15,045千円
　・標準宅地時点修正委託料　2,566千円
　・情報システム使用料　3,452千円
　 　地番図、家屋図等のＧＩＳ更新
　・固定資産現況調査事業委託料　19,000千円
　（航空写真撮影、デジタル画像作成を実施）

２　申告相談事務事業
　　所得税確定申告、住民税申告の相談、受付
　・消耗品費　320千円　・電算委託料　748千円
　・通信運搬費　160千円
　・情報機器借上料　418千円　・給報共同印刷負担金　25千円
　・年末調整等書類封入作業委託料　44千円

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

賦課事務事業
一般会計

事務事業
概要

確実な異動処理と審査・調査により、市税の公正、適正な賦課業
務を行う。

款項目 020202

事業 1

担当課

納税相談の件数

5-5 重点 成果指標 指標の
説明

市税（国民健康保険税除く）の現年分、滞納分の
収納率

税務課

市税等の収納率

5 活動指標 指標の
説明

滞納額（者）の減少を目的とした納税相談を実施
した件数



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

■ 義務 □ 国規定 □ 県規定 □ 市規定 □ なし

国庫支出金

964 その他 964

一般財源 8,504 一般財源 11,276 一般財源 8,276

9,240

県支出金 0

市債 0 市債

0 予算額 国庫支出金 0

0県支出金

その他

市債 0

その他

0
事業の財源

（千円）

予算額 国庫支出金 0 予算額

964
9,468

県支出金 0

12,240

目
標
値

活動指標 310件 310件 310件

成果指標 93.0% 93.01% 93.02%

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　徴収事務事業
（１）収納業務
　・各税、保険料の収納管理　・過誤納処理、通知
（２）納付方法の整備
　・口座振替、コンビニ納付、PayPay等のスマホ決済等、納付方
　　法を拡大
（３）口座振替不能通知、督促状の送付
　・現年課税分の各納期毎に送付
（４）警告書、催告書（滞納額通知書）の送付
　・現年課税分の滞納者に対し警告書を年2回送付、滞納者に対し
　　催告書（滞納額通知）を年１回送付
（５）納税相談の実施
　・滞納額（者）の減少を目的に、分納誓約を交わす等の相談を
　　実施
（６）滞納者の資産等調査の実施
　・差押えや換価等の滞納処分により、滞納市税へ充当するため
　　予め滞納者の納付資力を調査する

 ・需用費　166千円
 ・印刷製本費　2,312千円　・通信運搬費　1,559千円
 ・口座振替手数料　2,033千円　・コンビニ収納手数料　2,007千円
 ・滞納調査事務手数料　408千円　・滞納処分手数料　　40千円
 ・インターネット公売利用料　10千円　・不動産鑑定委託料　405千円
 ・市税還付加算金　300千円

１　徴収事務事業
（１）収納業務
　・各税、保険料の収納管理　・過誤納処理、通知
（２）納付方法の整備
　・口座振替、コンビニ納付、PayPay等のスマホ決済等、納付方
　　法を拡大
（３）口座振替不能通知、督促状の送付
　・現年課税分の各納期毎に送付
（４）警告書、催告書（滞納額通知書）の送付
　・現年課税分の滞納者に対し警告書を年2回送付、滞納者に対し
　　催告書（滞納額通知）を年１回送付
（５）納税相談の実施
　・滞納額（者）の減少を目的に、分納誓約を交わす等の相談を
　　実施
（６）滞納者の資産等調査の実施
　・差押えや換価等の滞納処分により、滞納市税へ充当するため
　　予め滞納者の納付資力を調査する

 ・需用費　166千円
 ・印刷製本費　2,312千円　・通信運搬費　1,559千円
 ・口座振替手数料　2,033千円　・コンビニ収納手数料　2,007千円
 ・滞納調査事務手数料　408千円　・滞納処分手数料　　40千円
 ・インターネット公売利用料　10千円　・不動産鑑定委託料　405千円
 ・市税還付加算金　300千円
 ・ｅｌｔａｘ改修委託料　3,000千円

１　徴収事務事業
（１）収納業務
　・各税、保険料の収納管理　・過誤納処理、通知
（２）納付方法の整備
　・口座振替、コンビニ納付、PayPay等のスマホ決済等、納付方
　　法を拡大
（３）口座振替不能通知、督促状の送付
　・現年課税分の各納期毎に送付
（４）警告書、催告書（滞納額通知書）の送付
　・現年課税分の滞納者に対し警告書を年2回送付、滞納者に対し
　　催告書（滞納額通知）を年１回送付
（５）納税相談の実施
　・滞納額（者）の減少を目的に、分納誓約を交わす等の相談を
　　実施
（６）滞納者の資産等調査の実施
　・差押えや換価等の滞納処分により、滞納市税へ充当するため
　　予め滞納者の納付資力を調査する

 ・需用費　166千円
 ・印刷製本費　2,312千円　・通信運搬費　1,559千円
 ・口座振替手数料　2,033千円　・コンビニ収納手数料　2,007千円
 ・滞納調査事務手数料　408千円　・滞納処分手数料　　40千円
 ・インターネット公売利用料　10千円　・不動産鑑定委託料　405千円
 ・市税還付加算金　300千円

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

徴収事務事業
一般会計

事務事業
概要

収納管理、督促状・催告状・警告書（滞納額通知）の送付、滞納
者の納税相談、差押え等の滞納処分を行う。

款項目 020202

事業 2

担当課

納税相談の件数

5-5 重点 成果指標 指標の
説明

市税（国民健康保険税除く）の現年分、滞納分の
収納率

税務課

市税等の収納率

5 活動指標 指標の
説明

滞納額（者）の減少を目的とした納税相談を実施
した件数
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

■ 義務 □ 国規定 □ 県規定 □ 市規定 □ なし

12,000

県支出金 0

市債

県支出金

その他

市債 00

国庫支出金

0 その他 0

事業の財源
（千円）

予算額

12,000

0 予算額 国庫支出金 0

0

一般財源 12,000 一般財源 12,000

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

１　過年度還付事務事業
　各税の賦課事務において、過年度分の減額更正が行われ、納
付済みで過誤納となった場合、納税者に還付の案内を送付し、納
税者指定の口座に還付額を振り込む。

 ・市税還付金　12,000千円
　　市民税（個人）6,000千円
　　法人市民税　 5,500千円
　　固定資産税　   400千円
　　軽自動車税 　　100千円

１　過年度還付事務事業
　各税の賦課事務において、過年度分の減額更正が行われ、納
付済みで過誤納となった場合、納税者に還付の案内を送付し、納
税者指定の口座に還付額を振り込む。

 ・市税還付金　12,000千円
　　市民税（個人）6,000千円
　　法人市民税　 5,500千円
　　固定資産税　   400千円
　　軽自動車税 　　100千円

310件 310件目
標
値

活動指標

成果指標 93.0% 93.01%

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

過年度還付事務事業
一般会計

事務事業
概要

修正申告等により過年度課税が過誤納となったものを還付する。
款項目 020203

事業 1

5 活動指標 指標の
説明

滞納額（者）の減少を目的とした納税相談を実施
した件数

担当課

納税相談の件数

税務課5-5 成果指標 指標の
説明

市税（国民健康保険税除く）の現年分、滞納分の
収納率市税等の収納率

重点

令和８年度

１　過年度還付事務事業
　各税の賦課事務において、過年度分の減額更正が行われ、納
付済みで過誤納となった場合、納税者に還付の案内を送付し、納
税者指定の口座に還付額を振り込む。

 ・市税還付金　12,000千円
　　市民税（個人）6,000千円
　　法人市民税　 5,500千円
　　固定資産税　   400千円
　　軽自動車税 　　100千円

310件

93.02%

予算額 国庫支出金 0

市債 0
12,000

県支出金 0

その他 0

一般財源 12,000


